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神山町特定事業主行動計画 

 

                        平成２８年２月策定 

                        神山町長 

                        神山町議会議長 

                        神山町選挙管理委員会 

                        神山町農業委員会 

                        神山町教育委員会 

 

 Ⅰ 総 論  

 

 

１．目 的  

 

 国においては、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進し、次代の社会

を担う子どもたちが健やかに生まれ、かつ、成長する社会の形成に取り組むこ

とを目的として「次世代育成支援対策推進法」が平成１５年７月に制定されま

した。この法律では、国、地方公共団体、企業などが一体となって、地域、家

庭、教育、職場環境など、子育てに係るそれぞれの場面において、効率的な取

り組みを行っていくための計画「特定事業主行動計画」を策定することとし、

地方公共団体及び企業は、集中的な取り組みについて推進していくこととなっ

ています。 

  

神山町においても、この法律の趣旨を踏まえ、平成１７年度から「神山町特

定事業主行動計画」を策定し、育児短時間勤務制度の創設をはじめ、時間外勤

務等の縮減及び年次有給休暇の計画的な取得、育児休業の取得促進、効率的な

業務執行など、働きやすい職場の環境づくりのための取り組みを推進してきた

ところです。今般、「次世代育成支援対策推進法」の期限が平成３７年３月３１

日まで延長されたことに伴い「神山町特定事業主行動計画」の見直しを行いま

した。 

  

また、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が平成２７年９月

に公布されました。男女共同参画社会基本法の基本理念に則り、自らの意思に

よって女性が個性と能力を十分に発揮して、仕事において活躍できる職場づく

りを目指し、女性活躍の推進についても本計画で策定することとしました。 
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２．計画期間 

 

 計画の根拠となる「次世代育成支援対策推進法」は、平成１７年度から平成

３７年度まで、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」は、平成２

７年度から平成３８年度までの時限立法であり、本計画は平成２８年４月１日

から平成３３年３月３１日までの５年間の計画期間とします。 

 

 

３．計画の推進体制 

 

 仕事と子育ての両立についての相談・情報提供を行う窓口職員の充実を図る

と共に、職員一人ひとりの子育てに対する意識改革の推進、女性職員の活躍を

推進するため、各種会議や庁内 LANなどを活用し、職員へ対し本計画の周知に

努め、主幹課長や関係職員の連携により計画の推進を図ります。 

 

 

 

 Ⅱ 具体的な内容 

 

 

 仕事と家庭の両立を支援するため、家庭よりも仕事優先、育児は女性がする

ものという考え方の意識改革、父親の積極的な育児参加の奨励、休業・休暇を

取得しやすい環境づくり、働き方の見直しや、多様な働き方の実現に向けて以

下の取組を進めます。 

 

 

１ 勤務環境の整備に関する事項 

 

（１）既存各種制度の周知徹底  

 

 育児休業、休暇などの既存の各種制度など、仕事と家庭の両立を支援する制

度を庁内イントラネット等を通じて周知し、制度の内容やその活用方法のあり

方などに関する情報を提供します。 

 また、管理職や職員に対する周知等を通じて「仕事と家庭の両立支援」につ

いての啓発に努めます。 
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（２）妊娠中及び出産後における配慮  

 

 妊娠中や出産後の健康管理などに関する各種制度及び出産費用の給付、育児

休業手当金などの支援措置についての情報提供を常に行い、各種制度などに関

する相談や質問に対応します。また、妊婦や胎児の健康に悪影響を及ぼす受動

喫煙の配慮やバリアフリーの推進など、妊娠中及び出産後の職員の健康や安全

に配慮し、必要に応じた業務分担の見直しを行います。 

 

 

（３）子どもの出生時における父親の休暇の推進  

 

 妻が出産をした場合、産後８週間の間に、父親である職員に対し、育児休業

の取得を推進し、男性の育児休業の取得率を、計画終期において５０％を目標

とします。 

 

 

（４）育児休業などを取得しやすい環境の整備  

 

① 育児休業等の制度ができてから、男性職員の育児休業及び部分休業の取得

がないことから、男性職員の育児休業の取得を促進します。 

② 子育てをする職員に対し、育児休業等に関する相談や質問に対応できる体

制を整え、育児休業等の申し出があった場合は、必要に応じた業務分担の見

直しなどを行い、育児休業等を取得できる環境を整えます。 

③ 子育てと仕事の両立について、役立つ情報の提供を積極的に行い、制度の

周知や意識啓発のため、各種研修などを積極的に活用します。 

④ 育児休暇中の職員や復帰後の職員について、職場情報の提供や各種研修な

どを積極的に取り入れ、休暇中の職務に対する不安などを和らげると共に、

円滑な職場復帰を支援します。 

⑤ 業務分担の見直しなどにより、育児休業中の職員の業務を遂行することが

困難な場合は、臨時的任用制度の活用による代替要員の確保を図ります。 

⑥ 多様な働き方の実現に向けてテレワークの実施ついて検討を行います。 

 

【目標】 計画期間の終期において、男性職員の育児休業取得者を 1 名以上と

し、女性職員の育児休業の取得率については現状を下回らないことと

します。 

 

 （参考）育児休業取得者 平成２５年度１名・平成２６年度２名・平成２７年度１名 

対象者１００％取得 



4 

 

（５）子育てをする職員を支援するための取組  

 

 子育てに伴う負担が、幼児期のみならず小学校入学後においても大きなもの

となっていることについて、職場内における理解を深めると共に、父親と母親

双方が協力して子育てを行うことについての啓発を行います。 

 

 

（６）超過勤務の縮減  

 

 職場における超過勤務は、子育てをする職員の負担となることから、超過勤

務の縮減に向けた取り組みを積極的に行い、子育てをする職員が仕事と子育て

を両立しやすい環境を整えます。 

 

① 小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の、深夜勤務及び超過勤

務の制限についての制度の周知を徹底します。 

② 従来から実施している毎週水曜日の「一斉定時退庁日」の実施を一層徹底

し、職員が業務終了後速やかに退庁できる環境づくりに努めます。 

③ 新規事業が生じる中で、超過勤務を縮減するために、既存業務について合

理化等の見直しを行い、事務の簡素化・合理化を推進します。 

④ 管理職は、率先して早期退庁すると共に、勤務時間外における会議・打合

せを自粛するなど、職員が早期退庁しやすい環境づくりに努めます。 

⑤ 超過勤務縮減を管理職のコスト意識や事務効率化に向けた取組の一つとし

てとらえ、マネジメント能力などの観点から平成２８年４月から人事評価を

実施します。また、超過勤務等について把握し、効率化や業務改善に取り組

む職務行動などを評価することで、業務改善の推進を図ります。 

 

 

（７）休暇の取得促進  

 

 学校の行事及び子どもの病気や定期検診、予防接種の際に休暇を取得するこ

とに抵抗を感じることのない職場環境を整えると共に、看護のための休暇など、

特別休暇の内容について周知を図り、安心して休暇が取得できる職場作りを推

進します。 

 

① 子育てをしている職員が、安心して休暇の取得ができるよう、事務処理に

おいて相互応援できる体制を整備します。 

② 子育てしている職員が、突然休暇を取得しても、代わりの者が対応できる

ように、定例・恒常的業務に係る事務処理のマニュアル化を図ります。 
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③ 学校の行事及び子どもの定期検診、予防接種のある職員には優先的に休暇

を取得できるよう配慮します。 

④ ゴールデンウィーク期間や夏期休暇期間の前後における年次有給休暇の取

得、月曜日・金曜日と休日を組み合わせた年次有給休暇の取得などにより、

連続休暇の取得促進を図ります。 

 

【目標】 年次休暇取得日数を計画期間の終期において、１４日以上とします。 

 

 （参考） 

  平成２６年度の１人当たり 平均年次休暇取得日数  9.0日 

               平均夏休取得日数    4.8日 

 

 

（８）異動についての配慮  

 

 当該職員からの自己申告などを通じ、可能な範囲で、子育ての状況に応じた

人事上の配慮を行います。 

 

 

（９）職場優先の環境是正についての配慮  

 

 管理職を対象としたマネジメント研修及びメンタルヘルス研修を活用して、

職員の服務管理、業務分担、モチベーションの向上となるマネジメント力の向

上を図ります。 

 

 

（10）人事評価への反映  

 

 仕事と生活の調和の推進に資するような効率的な業務運営や良好な職場環境

づくりに向けて採られた行動については、人事評価において適切に評価を行い

ます。 
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２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

 

 子育てバリアフリー、子ども・子育てに関する地域貢献活動を支援します。 

 

 

（１）子育てバリアフリー  

 

 子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切な応接対応などのソフ

ト面とスロープの設置などのハード面の両面からバリアフリーの取り組みを推

進します。 

 

 （参考） 

  平成２７年度に庁舎東側出入り口をスロープにし、ベビーカーや車イスでの来庁がし

やすくなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動  

 

① スポーツや文化活動などに積極的に参加するなど、地域における子どもの

健やかな発育を支援します。 

② 子ども会活動や PTA活動に積極的に参加することを通じて、地域における

子育てを支援します。 

③ 管理者は、子どもが参加する地域活動から敷地や施設の利用の申し出がな

された場合には、応じるよう努めます。 

④ 管理者は、地域の防犯活動や少年非行防止の活動への職員の積極的な参加

を支援します。 
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３ 女性職員の活躍推進に向けた取り組み事項 

 

 女性職員の活躍推進を実施していくために、様々な現状を把握し、分析する 

ことにより、実効性のある施策の充実に取り組み、次にように目標を定めます。 

 

 

（１）採用した職員に占める女性職員の割合  

 

年度 平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 

女性(全体) 1人 (3人) 1人 (3人) 3人 (7人) 2人 (5人) 2人 (3人) 

割合 33.3％ 33.3％ 42.9％ 40.0％ 66.6％ 

 

 女性職員の採用については、年度により採用人数に変動があるものの、概ね

50%を目標に採用するものとします。 

 

 

 

（２）平均した継続勤務年数の男女差異  

 

 
 

 男性職員は３０年以上勤務する者が多い状況であるが、女性職員は５９％ 

（４６人）が採用後１９年未満で退職をしている状況です。 

 女性職員には、採用年齢が遅かった単純労務職員が含まれますが、結婚や育

児、介護等の理由による離職がないよう、育児休暇や介護休暇の活用を推進

すると共に、働きやすい職場づくりに努めます。 
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（３）職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間  

 

(時間) 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 年 

H24 8.2 5.9 4.7 4.5 4.2 2.0 3.2 4.7 5.9 5.2 2.9 3.9 55.2 

H25 7.6 3.7 4.3 5.1 3.3 2.9 3.0 3.6 3.9 6.1 7.5 6.3 56.2 

H26 10.0 8.0 5.9 5.0 9.3 5.3 6.9 7.3 9.3 8.5 9.1 10.8 95.5 

 

 職場における超過勤務は、男女を問わず職員の負担となることから、超過勤

務の縮減に向けた取り組みを積極的に行い、職員が仕事をしやすい環境を整え

ます。 

 

 

（４）部署別職員数及び管理職員数  

  

（平成 27年 4月 1日現在）（人） 

 男性職員 女性職員 合計 

職員数 管理職 職員数 管理職 職員数 管理職 

総務課 9 4 2 0 11 4 

住民課 6 1 3 0 9 1 

健康福祉課 5 1 7 0 12 1 

税務保険課 8 1 2 0 10 1 

産業観光課 6 1 1 0 7 1 

建設課 9 1 1 0 10 1 

出納室 1 1 1 0 2 1 

広野支所 0 0 2 1 2 1 

下分保育所 0 0 10 1 10 1 

広野保育所 0 0 10 1 10 1 

地域包括支援センター 1 0 3 0 4 0 

環境センター 4 1 0 0 4 1 

議会事務局 1 1 0 0 1 1 

農業委員会 2 1 0 0 2 1 

教育委員会 5 1 7 0 12 1 

合計 57 14 49 3 106 17 

 

 女性職員の管理職の登用については、当町の状況等を判断し、積極的に推進

し、行政施策における女性の参画拡大に努めます。 
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（５）男女別の育児休業取得率及び平均取得期間  

 

 対象者 取得人数 取得率 平均所得期間 

男 女 男 女 男 女 男 女 

平成 24年度 1人 0人 0人 － 0% － 0年 0月 － 

平成 25年度 0人 1人 － 1人 － 100% － 0年 11月 

平成 26年度 2人 2人 0人 2人 0% 100% 0年 0月 1年 4月 

平成 27年度 2人 1人 0人 1人 0% 100% 0年 0月 1年 1月 

 

 妻が出産をした場合、産後８週間の間に、父親である職員に対し、育児休業

の取得を推進し、男性の育児休業の取得率を、計画終期において５０％又は１

名以上の育児休業取得を目標とします。 

 

 

（６）男性職員の配偶者出産休暇・育児参加のため休暇取得率と平均取得日数    

 

 対象者 休暇取得者 取得率 平均取得日数 

平成 24年度 1人 1人 100% 2.0日 

平成 25年度 0人 － － － 

平成 26年度 2人 1人 50% 3.5日 

平成 27年度 2人 2人 100% 1.0日 

 

 妻が出産をした場合、２日の範囲内の休暇及び中学校就学の始期に達するま

での子を養育している場合には５日の範囲内の休暇取得を推進し、職場内にお

ける理解を深めると共に、父親と母親双方が協力して子育てを行うことについ

ての啓発を行い、計画終期において休暇取得率１００％、取得日数２日を目標

とします。 

 

 

 

 Ⅲ おわりに 

 

 

 職員の皆さん一人ひとりが、この計画を自分自身に関わるものと捉え、仕事

と生活の調和を目指し、次代の子どもたちを育成する必要性を強く認識し、ま

た、女性が自信を持って活躍できる職場づくりを目指し、それぞれの職場にお

いてお互いに助け合って仕事ができる組織の構築を最大の目標とします。 


